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序     文 

 

国際協力機構（JICA）は、マラウイ共和国政府や関係機関との協議に基づき、2004年より同国南

東部教育管区において、中等理数科現職教員再訓練プロジェクト（SMASSE INSET MALAWI）を実

施し、一定の成果を収めた。教育科学技術省は、このパイロットプロジェクトの成果を全国規模で普

及展開することを目指し、日本政府に対して、SMASSE INSET MALAWIフェーズ2に関する支援要請

を行った。 

今般 JICA は、フェーズ 2 のプロジェクト計画の策定、計画内容の妥当性の確認を目的として、事

前評価調査団を派遣し、現地視察や先方実施機関、関連機関との協議を行い、合意事項をミニッツと

してまとめた。 

本報告書は、この事前評価調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあ

たって活用されることを願うものである。 

最後に、調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第である。 
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独立行政法人 国際協力機構 

 人間開発部 

部長 西脇 英隆 
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略 語 表 
 

略語 正式名 日本語 

ASEI/PDSI Activity, Student-centered, Experiment and 
Improvisation/Plan, Do, See and 
Improvement 

活動・生徒中心・実験・創意工夫 / 計

画・実行・評価・改善（授業改善の理念)

CDSS Community Day Secondary School コミュニティ通学制中等学校 

DCE Domasi College of Education ドマシ教員養成校 

DEP Distance Education Program 遠隔教育プログラム 

DHRM Department of Human Resource Management 人事局 

DANIDA Danish International Development Agency デンマーク国際開発庁 

DT Divisional Trainer 地方研修講師 

DTED Department of Teacher Education and 
Development 

教員教育開発局 

EDM Education Division Manager 教育管区事務所長 

EMAS Education Method Advisory Services 教育教授法指導サービス局 

EMIS Education Management Information System 教育管理情報システム 

HEC Home Economics 家政 

INSET In-Service Education and Training 現職教員研修 

JCE Junior Certificate of Education 前期中等教育修了資格 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

MK Malawi Kwacha マラウイ・クワチャ（現地通貨単位） 

MoEST Ministry of Education, Science and 
Technology 

（マラウイ）教育科学技術省 

MSCE Malawi School Certificate of Education マラウイ後期中等教育修了資格 

M&E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価 

NED Northern Education Division 北部教育管区 

NESP National Education Sector Plan 国家教育セクター計画 

NSTED National Strategy for Teacher Education and 
Development 

国家教員教育開発戦略 

PRESET Pre-Service Education and Training 新規教員養成課程 

PS Principal Secretary 次官 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

RECSAM Regional Centre for Education in Science and 
Mathematics 

理数科教育地域センター 

R/D Records of Discussions 討議議事録 

SC Steering Committee プロジェクト調整委員会 

SEED Southern East Education Division 南東部教育管区 



SMASSE Strengthening of Mathematics and Science in 
Secondary Education 

中等理数科教育強化計画 

SMASE- 
WECSA 

Strengthening of Mathematics and Science 
Education in Western, Eastern, Central and 
Southern Africa 

理数科教育強化計画‐西部・東部・中

央・南部アフリカ（域内ネットワーク）
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第 1 章 背景 

 マラウイ共和国の中等教育では、生徒の学習到達度を示す指標のひとつが中等教育第4学年

（Form4）修了時に受験するマラウイ後期中等教育修了資格（Malawi School Certificate of Education: 

MSCE）試験の結果であるが、その合格率は45％程度と低迷している（2004年）。特に理数科目の成

績の低さは顕著であり、その理由として、有資格教員の不足が教育の質の低下の原因と指摘されてい

る。例えば、同国の全中等教員10,368名のうち、教員資格を持つ教員は30.6％であり、中等教育就学

者の47.7％が通うコミュニティ通学制中等学校（Community Day Secondary School:CDSS）1において

は、有資格教員の割合はさらに低く、16.5％にすぎない（マラウイ教育統計EMIS、2006年）。2005

年に実施されたベースライン調査によると、マラウイの中等理数科の授業は、「器具や薬品の不足」

を理由に実験などが積極的には行われておらず、「chalk and talk」と呼ばれる一方的な講義中心型で

行われている状況である。このような環境では、ローカルリソースを活用した教具の作成や適正技術

を用いた実験方法の開発並びに教授法の改善なども十分には行われておらず、多くの教員は自らの指

導力不足を漠然と感じていることが同調査を通して認識されている。 

 現在、マラウイ政府は、国家教育政策である「政策と投資枠組み（Policy and Investment Framework: 

PIF）」において教育の質の向上を重点課題のひとつと位置づけ、その政策の行動計画として国家教

育セクター計画（National Education Sector Plan: NESP）が作成されている。NESPは、教育の質の向上

のために質の高い教員の育成を重視しており、初中等の教員養成や現職教員研修（In-Service Education 

and Training: INSET）のための強化方針として国家教員教育開発戦略（National Strategy for Teacher 

Education and Development: NSTED）を現在策定中である。NSTEDにおいては、中等教員に関して

INSETの包括的な実施体制や制度が未整備であることを指摘し、その整備の必要性を強調している。 

 JICAはケニア中等理数科教育強化計画プロジェクト（Strengthening of Mathematics and Science in 

Secondary Education: SMASSE）を中核として、アフリカ域内の理数科教育支援の枠組みを構築してい

る。マラウイはその枠組みを活用して2004年より南東部教育管区（Southern East Education Division: 

SEED）で中等理数科現職教員再訓練プロジェクト（SMASSE INSET MALAWI）を実施し、一定の成

果を収めていることから、教育科学技術省（Ministry of Education, Science and Technology:MoEST）が

プロジェクトの全国展開を希望し、JICAに対して継続した支援を要請してきた。 

 

                                            
1 コミュニティにより設立された全日通学制中等学校。教育科学技術省により公立学校として認定されて

いる。 
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第２章 調査概要 

２－１ 調査目的 

本調査は、マラウイ南東部教育管区（SEED）で行われた SMASSE INSET MALAWI フェーズ 1 の

成果を全国展開するために形成された SMASSE INSET MALAWI フェーズ 2 について、「プロジェク

ト計画（案）の策定」と「計画内容の妥当性の検証」を目的とし、現地調査や先方実施機関、関連機

関との協議を行う（必要に応じプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management: 

PCM）ワークショップの実施）。本調査での日本側とマラウイ側との協議内容に関しては、両国の合

意事項としてミニッツ（協議議事録）にまとめる。 

 

 

２－２ 調査団員構成 

団員 役職 担当業務 現地調査期間 

石原 伸一 JICA 人間開発部基礎教育第二課課長 総括 5 月 11 日-5 月 20 日

内山 葉月 ケニア SMASSE 専門家（理科教育） 理科教育 5 月 11 日-5 月 17 日

日下部 光 
JICA マラウイ事務所（専門家個人養成研

修生） 
教員研修 現地参加 

三田村達宏 JICA 人間開発部基礎教育第二課職員 協力企画 5 月 7 日-5 月 20 日 

 

 

２－３ 調査日程 

日付 活動 宿泊 

1 5 月 7 日 水 
（三田村団員） 
12:05 リロングウェ着 (ET873) 
PM JICA 事務所との打ち合わせ 

リ ロ ン グ

ウェ 

2 5 月 8 日 木 AM プロジェクト関係者との打ち合わせ 
PM ムズズへ移動 

ムズズ 

3 5 月 9 日 金 

9:00 ムズズ大学訪問 
 Secondary School Teacher Improvement Program: SSTIP 関

係者との意見交換 
11:00 北部教育管区事務所長表敬 
15:30 Mzimba 中等学校訪問 

ムズズ 

4 5 月 10 日 土 AM リロングウェに戻り、資料整理 リ ロ ン グ

ウェ 

5 5 月 11 日 日 

（内山団員） 
12：20 リロングウェ着（KQ424） 
（石原団長） 
13:55 リロングウェ着（SA170） 
団内打ち合わせ 

リ ロ ン グ

ウェ 

6 5 月 12 日 月 AM  MoEST Department of Teacher Education and リ ロ ン グ
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Development (DTED) との打ち合わせ 
14:00 ステークホルダー会合 

ウェ 

7 5 月 13 日 火 

8:00  MoEST 計画局長表敬 
10:00 MoEST 次官表敬 
11:00 MoEST 中等教育局表敬 
11:30 MoEST Education Method Advisory Service (EMAS)副

局長表敬 

リ ロ ン グ

ウェ 

8 5 月 14 日 水 祝日  
ミニッツ作成、資料整理 

リ ロ ン グ

ウェ 

9 5 月 15 日 木 
ミニッツ作成 
（石原団長、内山団員） 
ゾンバへ移動 

ゾンバ 
（リロング

ウェ） 

10 5 月 16 日 金 

（石原団長、内山団員） 
Mulunguzi, Balaka INSET センター訪問  
ドマシ教員養成校 (Domaci College of Education: DCE) 訪問 
近隣の CDSS 視察 
（日下部・三田村団員） 
ミニッツ作成 

リ ロ ン グ

ウェ 

11 5 月 17 日 土 
ミニッツ作成、資料作成 
（内山団員） 
10:25 リロングウェ発(KQ424) 

リ ロ ン グ

ウェ 

12 5 月 18 日 日 ミニッツ・報告書作成 リ ロ ン グ

ウェ 

13 5 月 19 日 月  ミニッツ署名 リ ロ ン グ

ウェ 

14 5 月 20 日 火 （石原団長・三田村団員） 
10:35 リロングウェ発 (KQ424) 

 

 

 

２－４ 面会者 

（１）マラウイ側 

・教育科学技術省（Ministry of Education, Science and Technoloy） 
Mr. Anthony Livuza   Principal Secretary for Education, Science and Technology 
Mr. A.F. Kamlongera    Director, Deaprtment of Planning 
Ms. Matilda Kabuye   Director, EMAS  
Mr. John Mswayo   Principal Education Method Advisor, EMAS 
Ms. Regina Sambakunsi    Principal Education Method Advisor, EMAS 
Ms. Dalless Mbewe   Acting Director, DTED 
Mr. Alfred Kamoto   Training Manager of Secondary Section, DTED 
Mr. Elvis Salagi   Logistics Manager for Teacher Education, DTED 
Mr. Charles Gunsaru   Director, Malawi Institute of Education (MIE) 
Mr. Jack Chalimba   Director (Examination), Malawi National Examinations Board 
Dr. Elias Chakwera    Principal, DCE 
Mr. Arnold Mwanza    Deputy Principal, DCE 
Dr. Mercy Kazima   Representing Principal, Chancellor College 
Mr. Dudley Chiwala   Education Division Manager (Central East Education Division) 
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Mr. Harris Kachale   Education Division Manager (Central West Education  
     Division: CWED) 
Mr. Gossam Mafuta   Education Division Manager (SEED) 
Sr. Eunice Dambo   Education Division Manager (Southern West Education  
     Division: SWED) 
Ms. Hazel Manda    Education Division Manager (Shire Highlands Education  
     Division: SHED) 
Mr. P.C.B. Mkandawire    Representing Education Division Manager (Northern  
     Educational Division: NED) 
Mr. Rosario Soko   Senior Education Method Advisor(NED) 
Mr. Ernest Matengo   Senior Education Method Advisor(CWED) 
Mr. Harold Chigalu   Senior Education Method Advisor(SEED) 
Ms. Caroline Moto-Mwale   Senior Education Method Advisor(SWED) 
Mr. Christpher Tsogolani    Senior Education Method Advisor(SHED) 

 
・SMASSE 事務局 

Mr. Mathias January National Project Coordinator  
Mr. Phaundi Shonga  National Project Administrator 
Mr. George Vakusi Subject administrator, Biology 
Mr. Enock Chinomba Subject administrator, Physical Science 
Mr. Justus Nkhata Subject administrator, Mathematics 
Ms. Lisnet Mwadzaangati Subject administrator, Home Economics 

 
（２）日本側 

・JICA マラウイ事務所 
水谷 恭二 所長 
諸永 浩之 次長 
藤原 真吾 所員 

 

 

－4－



第３章 事前評価表 

１．案件名： マラウイ国中等理数科現職教員再訓練プロジェクトフェーズ 2 

 Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Education (SMASSE) 

 INSET Malawi Phase II 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本案件は、マラウイ共和国における中等理数科の授業の質の向上を目指し、中央および

地方レベルの 2 段階のカスケード方式の現職教員研修制度を構築し、質の高い理数科教員

研修を実施することを目的とする。このような制度構築のために、地方レベルの研修講師

の能力開発を進め、中央および地方の研修センター機能を強化して、全国の理数科教員向

けに研修を実施、モニタリングする。また研修制度を定着させるためには、地方教育行政

官、学校長、コミュニティなどの理解と支援が不可欠であることから、このようなステー

クホルダーを対象とした啓発活動も行う。 

(2) 協力期間 

2008 年 8 月から 2012 年 8 月まで（4 年間） 

(3) 協力総額（日本側） 

3.17 億円 

(4) 協力相手先機関 

教育科学技術省 

(5) 国内協力機関 

なし 

(6) 裨益対象者 

直接裨益者：全国の中等教育レベル理数科教員 2,500 名 

      教育科学技術省教員教育開発局と全国 6 教育管区事務所の教育行政官、中等

学校校長 

対象学校 ：全国公立校 773 校（教育管区事務所資料） 

間接裨益者：全国の中等教育生徒 210,325 名（教育科学技術省教育統計、2007 年） 

     （中等学校 form1-4（第 1 学年～第 4 学年）対象で、年齢は 14-18 歳） 

 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状と問題点 

マラウイにおいては、1994 年に初等教育の無償化政策が開始され、この政策転換の影響を

受けて、中等教育レベルの進学希望者数も 2000 年前後から急激に増加した。これに対して、

教育科学技術省は、1998 年に、住民主導で作られていた遠隔教育センター（Distance Education 

Centre: DEC）を CDSS に転換し、中等教育レベルの受け皿拡大を進めるなどの対応をとって

きた。しかし、このような中等教育就学者数の急激な増加に対して、十分な環境整備を伴っ
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た適切な対応ができなかった。そのため、未だ劣悪な学校インフラ環境、低資格教員数の増

加など様々な課題を抱えている（初等教育レベルの教員資格を有する教員が中等教育レベル

で教職についているケースなど）。その結果、生徒の学習到達度を示す指標のひとつである

MSCE においても、多くの生徒が、特に理数科目の成績の低さにより合格できず、合格率が

低迷している。2007 年の合格率は、マラウィ国家試験委員会（Malawi National Examination 

Board: MANEB）の資料によれば、生物 28.74%、数学 49.17%、科学 51.48%である。 

生徒の理数科学力が低い原因のひとつは、有資格教員の極端な不足である。2007 年度の教

育統計によると、政府系の学校に通う全中等学校生徒数の約 7 割が CDSS に就学しているが、

CDSS のほとんどの教員は初等教員の養成校の卒業者であり、正式な中等教育レベルの教員

資格を有しておらず、十分な教員資格を有しているものは 20％にも満たない。 

しかしながら、教員の問題は単に十分な教員資格の有無にとどまらない。パイロット

フェーズ時のベースライン調査では、マラウイの中等理数科教員の授業は一般的に、「chalk 

and talk」と呼ばれる一方的な講義中心型である場合が多いことが指摘されている。教授法の

バリエーションが少なく、実験に関しても「器具や薬品の不足」を理由に積極的には行われ

ていない状況である。教授法に関しては新規教員養成課程でも重視されているとはいえない

ため、これら教授法に関する問題は低資格教員のみならず有資格教員にも共通している。 

このような教員資質の課題に対しては、現在、CDSS 低資格教員の有資格化（ディプロマ

授与）を目的とした遠隔教育プログラム（Distance Education Program: DEP）や、正式な新

規教員養成課程への進学を促進するブリッジコース（Bridging Course）が実施されてきてい

る。また、教授法の改善を目的とした INSET についても、以前にデンマーク国際開発庁

（Danish International Development Agency: DANIDA）やオランダなどのドナーの支援を受け

実施されたことはあったが、いずれの試みも自立発展性に欠け、INSET システムの構築には

至っていない。 

このような中等教育レベルの理数科教育の改善について、JICA はケニアにおいて技術協力

プロジェクト「中等理数科教育強化計画（Strengthening of Mathematics and Science SMASSE）」

を 1998 年より実施し、活動・生徒中心･実験･創意工夫‐計画･実行･評価･改善（Activity, 

Student-centered, Experiment and Improvisation/Plan, Do, See and Improvement: ASEI/PDSI）アプ

ローチという概念を推進して、INSET システムの構築を行った。この取り組みがケニア国内

で一定の成果を挙げた後は、同様な問題を抱えているアフリカ諸国に成果を普及させること

を目的とし、アフリカ域内における理数科教育強化計画のネットワークである

SMASE-WECSA（Strengthening of  Mathematics and Science Education in Western, Eastern, 

Central and Southern Africa）が立ち上げられ、周辺国への技術支援が開始された。 

 

（2）本案件の過去の取り組み 

このような背景を受け、2004 年から 3 年間、マラウイにおいて、SMASSE プロジェクトが

実施され、SEED において理数科教員向けの教員研修がパイロット的に実施された。パイロッ

トプロジェクトでは、日本人専門家やケニア人第三国専門家による技術指導を通じて、教員
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研修の実施に必要な中核人材の育成、研修カリキュラムの開発、研修マネジメント能力の向

上などが進められた。また、パイロット事業は、無償資金協力により拡充整備されたドマシ

教員養成校（Domasi College of Education: DCE）を拠点として実施されており、整備された養

成校施設、附属小学校が研修に有効活用された。プロジェクト終了後も、研修制度の定着に

向けて、教員研修政策の策定、研修予算の経常経費化などに向けて働きかけを行った。その

結果、教育省より、パイロットフェーズを全国規模に展開させるべく、フェーズ 2 案件の要

請がなされた。 

なお、中等学校の生徒の理数科能力の向上を目指し、1974 年から累計 167 名（2008 年 6

月まで）の青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers: JOCV）の理数科隊員を派

遣しており、教室レベルで授業の質の改善に取り組んでいる。さらに、2005 年よりプロジェ

クトと連携するかたちで、グループ派遣も実施しており、プロジェクト関連活動に JOCV 隊

員も定期的に参加をしている。 

 

（3） 相手国政府国家政策上の位置付け 

2008 年 6 月現在、マラウイの教育セクター開発計画として、国家教育セクター計画（NESP）

の最終承認作業が進められている。この NESP では、効果的な教授・学習法を促進し、教育

の質を改善することがうたわれており、教育省は教員の能力強化を推し進め、恒常的な現職

教員研修制度の構築を目指している。中等教育部門においては、特に CDSS における有資格

教員の供給が課題に挙げられ、理数科教員の増強が言及されており、この現職教員研修制度

の柱として SMASSE は位置づけられる。 

また、 SMASSE はこの現職教員研修制度を制度化する国家教員教育開発戦略

（NSTED2008-2017、現在策定中）の趣旨にも合致している。 

 

(4) わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

日本政府は、「成長のための基礎教育イニシアティブ」（BEGIN）等の策定を通じ初等・中

等教育を中心に据えた基礎教育支援の強化を重視している。とりわけ理数科分野に関して

は、2002 年南アフリカで開催された「持続可能な開発に関する世界首脳会議」（WSSD）に

おいて、南南協力・アフリカ域内協力に基づく支援の強化を国際社会に対して正式に表明し

ている。2008 年 5 月に開催された第 4 回アフリカ開発会議（TICAD IV）においても、教員

研修による理数科教育支援が具体的な行動計画として盛り込まれ、アフリカ地域で 10 万人

を対象とした教員研修の実施が目標として掲げられている。 

 JICA のマラウイ国別事業実施計画においても、教育協力等を通した「人的資源開発」が援

助重点分野として位置づけられており、基礎教育拡充プログラムを実施している。同プログ

ラムは、国家県別教育開発計画実施支援プロジェクト（技プロ）と本案件の中等理数科現職

教員再訓練プロジェクトの 2 つが主要コンポーネントであり、前者を政策策定レベルの支援、

後者の本案件を政策実施のための支援と位置づけている。 
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４．協力の枠組み 

[主な項目] 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

中等教育レベルの理数科の質の高い現職教員研修（INSET）が地方レベルで実施される。

【指標】 

以下の指標をパイロットフェーズで開発したツールを使って測定する。 

・ プロジェクト終了時までに、プロジェクトのモニタリング・評価チームによる INSET 事

前・事後評価を通じて測定される地方 INSET の「INSET 質指標」（INSET Quality Index）

の平均値が 0～4 のスケールで 2．5 以上となる。  

 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【スーパーゴール】 

マラウイの中等教育レベルの生徒の能力が向上する。 

【指標】 

以下の指標を使って測定する。 

・ Form2 修了時の前期中等教育修了資格（Junior Certificate of Education: JCE）試験と Form4

修了時のマラウイ後期中等教育修了資格（MSCE）試験の合格率の向上。 

 

【上位目標】 

マラウイの中等教育レベルにおける理数科の授業と学習の質が向上する。 

【指標】 

以下の指標を使って測定する。 

・ 教育省の教育教授法指導サービス局（Education Methods Advisory Services: EMAS）によっ

て測定される、全国からサンプリングされた中等理数科教員の「授業の質指標」の平均

値が、1～5 のスケールで 3.0 以上となる。 

・ プロジェクトのモニタリング・評価チームによる全国からサンプリングされた中等理数

科教員の ASEI-PDSI チェックリストの平均点が、0～4 のスケールで 2.5 以上となる。 

 

(2) 活動及びその成果および指標（アウトプット） 

①地方研修講師の能力が強化される。 

【指標・目標値】 

・ 240 名以上の地方研修講師が適切な研修を受ける。 

・ プロジェクトのモニタリング・評価チームが調査する研修講師能力指標（Trainer Capacity 

Index）において、中央および地方研修講師が、0～4 のスケールで 3.0 以上となる。 

【活動】 
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1-1 中央研修講師の TOR と選定クライテリアを設定する。 

1-2 中央研修講師を選定する。 

1-3 中央研修講師に対して研修を行う。 

1-4 地方研修講師を選定するために、理数科教員に対して啓発活動を行う。 

1-5 地方研修講師の TOR と選定クライテリアを設定する。 

1-6 地方研修講師を選定する。 

1-7 地方研修講師に対して研修を行う。 

1-8  地方研修講師の研修会を実施する。 

 

②中央･地方の研修センターがリソースセンターとして強化される。 

【指標・目標値】 

・ 最低 1 カ所の中央研修センターと 19 カ所の地方研修センターが補修され、機材が整備さ

れる。 

・ 地方研修センターの施設環境の改善を行うためのガイドラインを開発する。 

・ 地方研修センターの施設環境が、ガイドラインに設定されたレベルに達する。 

・ 現職教員研修の教材、機材が、教員の活動に十分活用される。 

【活動】 

2-1 地方研修センター選定基準を設定する。 

2-2 ドマシ教員養成校（およびリロングウェ市内の候補地）を中央研修センターとして選定

し、機材整備を行う。 

2-3 学校を地方研修センターとして選定する。 

2-4 地方研修センターの設備最低基準を設定する。 

2-5  地方研修センターに選定された学校の現在の施設環境の現状をベースライン調査する。

2-6 地方研修センター選定校の補修、維持管理を行う。 

2-7 地方研修センターに授業教材･設備を供与する。 

2-8 地方研修センターの機材･設備の維持管理ガイドラインを作成する。 

 

③中央･地方の現職教員研修およびモニタリングが実施される。 

【指標・目標値】 

・ マラウイの全国 19 カ所の地方研修センターにおいて、毎年 1 回の現職教員研修が実施さ

れる。 

・ プロジェクトのモニタリング・評価チームが調査する INSET 質指標において、中央研修

が、0～4 のスケールで 2.5 以上となる。 

・ 全国公立学校の中等理数科教員の 75％以上が、地方研修に参加する。 

・ 地方研修教材が各サイクルあたり、9 種類作成される。SEED は合計 5 種類（4 科目と全

体講義 1）、他地方は合計 4 種類（3 科目と全体講義 1）。 

・ 教員研修ごとに、地方研修のモニタリング・評価（Monitoring and Evaluation: M&E）報告
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書が提出される。 

【活動】 

3-1 教員のニーズのベースライン調査を実施する。 

3-2 教員研修カリキュラムを開発する。 

3-3 中央研修を実施する。 

3-4 中央研修のモニタリング・評価を実施する。 

3-5  地方研修を実施する。 

3-6  地方研修のモニタリング・評価を実施する。  

 

④学校・地方教育行政レベルで持続的な現職教員研修の運営体制が強化される。 

【指標・目標値】 

・ 地方研修実施のための経費基金へのマラウイ側の資金支援が向上する。 

・ 学校長、教育省、教育管区事務所の行政官が、運営管理能力強化の研修に参加する。（参

加者数値はプロジェクト開始後、確定予定） 

【活動】 

4-1 教員研修に関する様々な委員会の TOR を設定する。 

4-2 PTA、学校運営委員会、教育省職員等のステークホルダー向けの啓発活動を実施する。

4-3 地方レベルで教員研修の運営委員会を設置する。 

4-4 地方研修基金を設置する。 

4-5 研修、ワークショップ、スタディツアーを通じて、すべてのレベルのリーダーシップを

強化する。 

4-6 新聞、ニュースレター、ラジオ、TV 等を通じて、教員研修活動の広報を行う。 

 

(3) 投入（インプット） 

①日本側 

長期専門家： 2 名（研修運営/業務調整、理数科教育） 

短期専門家： 必要に応じて派遣   

機材供与 ： コンピューター、印刷機等（10 地方研修センター）  

在外事業強化費： 研修・セミナー経費、管理費、ローカルコンサルタント傭上費、施設の

簡易な改修などの現地活動費   

調査団（中間・終了時評価、運営指導調査）  

合計 3.17 億円 

 

②マラウイ側 

・カウンターパートの配置：ナショナルコーディネーター、ナショナルコーディネーター補

佐を教育省教員教育開発局（Department of Teacher Education and Development: DTED）に配置。

・研修講師の配置：8 名程度の中央研修講師を DTED に配置。プロジェクト開始直後に 3 名
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の教科専門の中央研修講師をフルタイムで配置し、第 1 回中央研修実施後に追加の 3 名を配

置する。中央研修実施の運営管理を担うスタッフとして、ドマシ教員養成校（DCE）教官 2

名程度をパートタイムで雇用する。  

・執務環境：DTED におけるプロジェクト事務室の提供。  

・その他：カウンターパート人件費、プロジェクトにかかる光熱費、資機材等に対する免税

措置、資機材の維持管理費など。 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

 中央・地方研修講師の異動が頻繁には起こらない。 

 他の教育活動がプロジェクト活動を阻害しない。 

 中央･地方研修に必要な資金がタイムリーに入手可能である。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・マラウイ側政策優先順位 

本案件は、「（INSET 等を通じた）教員の継続的教育」に重点を置き、理数科教員の増強を

うたっている、同国の教育セクター開発計画である NESP との整合性があり、現職教員研修

制度の構築は優先政策に挙げられている。 

・現地ニーズ 

中等教育レベルの生徒に関する理数科目のマラウイ後期中等教育修了試験（MSCE）の合

格率は特に低く、生徒の留年・退学の理由のひとつとなっていることから、理数科学力向上

のための取り組みニーズは高い。 

中等教員には、低資格教員が多く、特に理数科の教科内容について適切な新規教員養成課

程で教育を受けた教員は少ない。このような教科内容に自信のない教員は、実際の授業にお

いて、教科書内容の暗記に頼った授業手法に頼らざるをえない。したがって、教員は、理数

科の教科内容を正しく理解し、生徒の関心を高める授業手法を学ぶ研修機会を必要としてい

る。 

・手段の妥当性 

理数科教育改善のために、教員をターゲットとしたカスケード方式の INSET というアプ

ローチは、費用対効果、達成可能性、自立発展性などの観点からみて適切である。INSET に

より、教員の意識改革を起こし、創意工夫に基づいた教材開発、授業実践改造の取り組みを

促進することで、生徒の理数科授業・科目に対する意欲・関心が高まるもの思われる。教授

法に重点を置く本案件は、「教科知識の習得」に重点を置いている既存の低資格教員のアッ

プグレード研修などとの相乗効果も期待できる。 

・我が国政策との合致 

「アフリカにおける理数科教育のための能力開発」や「アフリカ地域での南南協力」を促
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進している日本の援助政策であるアフリカ開発会議（TICADⅣ）や「成長のために基礎教育

イニシアティブ」（BEGIN）、さらにマラウイに関する JICA 国別事業実施計画との整合性も

ある。 

 

(2) 有効性 

この案件は以下の理由から有効性が見込まれる。 

・プロジェクト目標達成の可能性 

本案件の目標設定は、パイロットフェーズ 3 年間の実績をベースとした、質の高い INSET

の実施である。パイロットフェーズでは 3 回の INSET 実施を通じて、質の高い研修体制の定

着を図ったことから、本フェーズでも、1 年間の準備期間の後、3 年間教員研修サイクルを

実施することで、プロジェクト目標を達成することができる。 

・目標達成のための包括的アプローチ 

成果 4 項目は、プロジェクト目標達成のための人的、物質的な必要条件とマネジメント面

での強化をカバーしており、十分条件を満たしている。また質の高い教員研修という目標に

対して、学校関係のステークホルダーに対する啓発・研修活動を組み込んでおり、関係者の

理解のもと、地方レベルの研修センター機能の定着、マネジメントの強化、教員個人のイン

センティブ向上という重層的なアプローチにより、能力開発が進む。 

・目標達成のモニタリング、成果管理 

プロジェクト目標の指標は「INSET 質指標」であり、プロジェクト目標の内容を的確にと

らえおり、モニタリングツールも開発済みで、パイロットフェーズにおいてツール活用実績

もある。これら指標の目標値は、案件対象地域の現状、およびプロジェクトによる投入や活

動に照らして適当であり、その入手手段についても、プロジェクト活動の一部に組み込まれ

ており、入手可能性に問題はない。 

 

(3) 効率性 

この案件は以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

・既存の教育マネジメントシステムの活用 

プロジェクトで設置する中央・地方レベルの運営委員会は、いずれも教育省と教育管区事

務所の教育行政マネジメントの本来業務権限の範囲内であり、既存のマネジメントシステム

内で対応可能である。 

・既存の施設の活用 

設置される中央・地方研修センターは、すべて既存の建物（中等学校や教員養成校）の一

部を利用するため、新規に施設を建設する必要はない。無償資金協力により拡充整備された

ドマシ教員養成校（DCE）を中央研修センターとして活用する予定であり、改善された施設

が本プロジェクトにおいても、効果的・効率的に活用されることが見込まれる。 

・パイロットフェーズの人材・ノウハウの活用 

パイロットフェーズ実施を通じて、すでに中央研修講師等の中核人材の能力開発が進んで
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おり、研修運営や研修カリキュラムなどに関するノウハウの蓄積、教材･資料の開発実績が

ある。このようなパイロットフェーズの実績を有効活用することで、効率的な事業実施が可

能である。 

・研修経費の設定 

事前評価において、プロジェクト期間 4 カ年中の中央・地方研修実施にかかる研修経費の

積算、経費負担が明確に定められている。一定した明確な積算根拠があることで、説明責任

を果たしうる予算管理が可能である。 

・アフリカ広域理数科支援の活用 

日本はアフリカ地域で中等理数科分野への協力経験を蓄積しており、ケニア中等理数科教

育強化計画（SMASSE）を中心としてアフリカ域内協力を展開している。本案件は、この既

存の知識・経験のネットワークと連携することにより、既存の教材、モニタリング・評価ツー

ル、さらには第三国研修等による人材育成を有効に活用し、日本側からの投入量を抑えなが

ら、アフリカの現状に即した効果的な案件実施が可能である。 

 

 (4) インパクト 

この案件のインパクトは以下のように予想できる。 

・上位目標達成の可能性 

理数科教員全員を対象とした教員研修の実施は、マラウイで初めてであり、プロジェクト

期間中、継続的に啓発活動と教員研修を実施することで、教員の職能開発や授業改善に向け

た意識改革・態度変容が引き起こされることが期待される。研修により、生徒中心の授業手

法について、教科内容の正確な理解に基づいた実践的アプローチで伝えることで、教員が具

体的に授業実践の改善に取り組み、授業プロセス、生徒の学習プロセスにポジティブな影響

を与えることが期待される。さらに、学校レベルで活動している理数科の JOCV 隊員と教員

が授業改善の取り組みを行うことで、学校現場・教室の中での変化の発現、特に生徒の学習

活動へのインパクトが発現することが期待される。 

・上位目標達成のモニタリング 

このような授業実践へのインパクトについては、2 つの既存の授業観察ツールにより、モ

ニタリングすることになっており、すでにモニタリング実施体制が機能している。 

・他応用科学科目へのインパクト 

プロジェクトでは、理数科主要 3 科目に優先的に取り組むものの、教員の中には、その他

の応用科学（家政、農業など）を兼務している者もおり、研修成果がこのような他科目に波

及することが期待される。 

 

(5) 自立発展性 

以下のとおり、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続される

ものと見込まれる。 

・政策的枠組み 
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国家教育セクター計画（NESP）等により、理数科教育強化、現職教員研修の政策が明確

に打ち出されており、長期的な政策レベルの取り組みがコミットされている。 

・予算措置 

研修実施にかかる経常経費は、マラウイ側が負担することになっており、その財源は中央

レベルでは、教育省恒常予算経費に予算化されている。 

・運営体制 

プロジェクト実施を通じて、教育省教員教育開発局（DTED）、教育管区事務所、地方研修

センターなどに教員研修の運営実施に必要なマネジメント能力が構築される。 

・人的能力 

研修に関するカリキュラム･プログラム開発能力、研修運営能力については、中央研修講

師、地方研修講師などに十分な能力開発が行われる見込みである。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

従来、女子生徒は理数科科目への関心が低く、高等教育分野の理系コースにおける女子

学生の相対的な少なさの一因となり、ひいては理系分野の女性の社会進出の妨げとなって

いた可能性がある。本プロジェクトでは、研修実施において、男女両方の研修員の活発な

参加を促すとともに、研修モニタリング・評価においても、ジェンダーに配慮したツール

を使用し、実際の授業実施において、ジェンダーバイアスを軽減し、女子生徒がより活発

に授業に参加できるよう働きかけをしている。このような取り組みの継続により、負の連

鎖を少しずつ打開することが期待される。 

 

７．過去の類似案件からの教訓活用 

類似案件の有無： 有 

（１） 初中等理数科教育分野の類似案件の経験から学べる教訓については、「評価結果の

総合分析」（JICA、2004 年）に詳しい。本案件に特に活用が可能な教訓としては以下が挙

げられるが、これらは主として、本案件のベースとなっているケニア SMASSE（フェーズ

1、1998～2003 年）から得られた教訓である。 

 カスケード方式の研修は、カスケードの層が多くなり過ぎないようにする。  

 伝えるべき研修内容（ASEI/PDSI 等）をキーワードで概念化し共有化する。  

 広報活動は、案件の成果を波及するための有力な貢献要因となる。  

 青年海外協力隊員は成果の発言に貢献する重要なアクターとして期待できるが、案件の

方向性や活動内容等に関し、専門家と隊員の間で十分に合意形成しておくことが必要と

なる。  

 他ドナーと連携を行わない場合も、情報交換等は積極的に行うべきである。  

 教員研修の制度化のためには、行政関係者に対する積極的な働きかけに加え、相手国側

で運営しやすい研修システムの確立を図ることが大切である。  

 モニタリング・評価専属のグループを設置し、案件独自の評価を実施することは、より
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効率的なフィードバックを実現し、案件の成果発現を助長する可能性が高い。 

 

（２） 本件パイロットフェーズのほか、類似案件の終了時評価時の教訓は以下のとおり。

 教員の資質の向上のためには、長期的な取り組みが必要である。 

 地方研修センターの自立的な授業改善の取り組みを支援する。 

 カスケード研修を補完する教員への技術支援を行う（クラスター研修の導入など）。 

 既存のモニタリング制度を活用したプロジェクトの M&E を実施する。 

 

８．今後の評価計画 

中間評価    2010 年 9 月頃 

終了時評価     2012 年 2 月頃 

事後評価    協力終了後 3 年を目途に実施予定 
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第４章 調査結果概要 

４－１ PDM概要 

（１）プロジェクト目標と上位目標 

スーパーゴール 生徒の学力向上 

マラウイの中等教育レベルの

生徒の能力が向上する。 

国家試験合格率の向上 

上位目標 理数科授業の改善 

マラウイの中等教育レベルに

おける理数科の授業と学習の

質が向上する。 

EMAS の「授業の質指標」3.0 以上

「ASEI Check List」2.5 以上 

プロジェクト目標 質の高い地方 INSET 実施 

中等教育レベルの理数科の質

の高い現職教員研修（INSET）

が地方レベルで実施される。

地方 INSET の「INSET 質指標」2.5

以上 

 

・ プロジェクト目標は、「中等教育レベルの理数科の質の高い現職教員研修（INSET）が地方レベ

ルで実施される」であり、パイロットフェーズ経験を活かし、質の高い研修制度を全国に定着さ

せることが目標である。指標については、既存のモニタリングツール（ケニア SMASSE のツー

ルを参考にマラウイ SMASSE で開発されたツール）を使い、プロジェクト活動の中でモニタリ

ング・評価（M&E）を行うことが計画されており、目標設定・入手手段は妥当と考える。 

・ 上位目標の設定については、既存の M&E ツールにより、指標入手可能であり、将来的に、十分

目標達成が期待される。他方、スーパーゴールの設定は極めて高いレベルにあり、客観的数値指

標による達成の確認は難しい分野である。下記表１のとおり、SEED における直近 4 カ年のマラ

ウイ後期中等教育修了資格（MSCE）試験の合格率から一定の傾向を読み取ることは難しい。な

お、2004 年の数学の極めて高い合格率については、なんらかの不正があったことによる、との報

告がプロジェクト関係者からあった。 

・ 上位目標において、「授業」と「学習」の両者の質について言及されているが、パイロットフェー

ズにおいては、「授業」の質にのみ触れていた。英語でいうならば、「（教員の）teaching」と「（生

徒の）learning」のうち、前者の教員の授業実践に焦点をあて、生徒の学習プロセスについては、

上位目標レベルの評価対象としていなかった。今回、両者を含めることとしたのは、マラウイ側

関係者から、教育教授法指導サービス局（Education Method Advisory Services: EMAS）の「授業の

質指標」では、英語表現として、「quality of teaching and learning」が一般的に用いられており、授

業観察において、「teaching」と「learning」を切り離すことは難しい、という主張があったことに

よる。 

・ 上位目標とスーパーゴールの中間地点あたりの達成度合いを把握するために、生徒質問表などに

より、「生徒の関心・意欲・態度」の変化をモニタリングすることを、プロジェクト開始後、検

－16－



討することも一案と思われる。 

 

            （表１）MSCE Pass Rates of M&S in SEED 2004-2007 

 2004 2005 2006 2007 

Biology 56.66% 73.55% 45.93% 28.74% 

Mathematics 93.48% 48.79% 37.46% 49.17% 

Physical Science 70.23% 57.30% 50.91% 51.48% 

(Malawian National Examination Board) 

  

（２）成果 

成果 成果概要 主な指標 

成果１ 地 方 研 修 講 師 （ Divisional 

Trainer: DT）の能力強化 

中央研修講師（National Trainer: NT）と DT の Trainer 

Capacity Index 3.0 以上 

成果２ 研修センターのリソースセン

ター機能強化 

19 研修センターの機材・施設整備 

センターのマネジメント強化 

周辺教員の活用度合い 

成果３ 中央・地方研修と M&E の実施 中央研修の INSET Quality Index 

地方研修参加者数、地方研修教材作成数 

成果４ INSET 啓発・マネジメント強

化 

地方教員研修へのマラウイ経費負担の増加 

学校長･教育行政官のワークショップ参加者数 

 

 

４－２ ターゲット 

（１）対象地域 

・ パイロットフェーズ対象地域の SEED を含む全国を対象とする（全国 6 教育管区）。 

 

（２）対象科目 

・ 理数科の主要 3 科目である数学（mathematics）、生物（biology）、物理（physical science）を対象

とする。math は必須科目、biology と physical science はどちらか一方の選択必須である。 

・ パイロットフェーズで実施した家政（Home Economics:HEC）については、調査団訪問時の会議

で、ドマシ教員養成校（DCE）の学長より「家政科目もプロジェクト対象とするべき」との問題

提起があり、議論された。結局、将来的な科目拡大の可能性を残し柔軟な対応案にすることが結

論になったが、教育省次官とのその後の議論では、主要 3 科目を優先するアプローチを尊重する

こと、家政は SEED のみで実施し、将来、マラウイ側の予算に余裕がでてくれば他地方への展開

を検討することで了解を得た。 

・ ミニッツへの記載は当初、「Home Economics will be covered in SEED additionally and it will be 

covered in other divisions, if enough funds are available.」であったが、いったん次官との合意署名を
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終えた後、教育省計画局長からの指摘に基づき、「Home Economics will be covered additionally in all 

divisions, if enough funds are available.」に修正し、署名したミニッツの該当ページの差し替えを

行った。計画局長の問題意識は、フェーズ 2 は、もはやパイロットフェーズを卒業し、全国を視

野に入れた国家プログラムであるから、特定地方のみを特別視した記載ぶりは不可、ということ

であった。 

・ HEC に加え、科学に密接に関係する農業やライフスキルといった科目についても、プロジェクト

の対象としたいという声が上げられたが、まずは中心科目となる主要 3 科目の全国展開を成功さ

せることが先決であり、その他科目の導入は次段階（フェーズ 2 のあと）に検討することで落ち

着いた。 

 

（３）対象中等学校 

・ コミュニティ通学制中等学校（CDSS）を含む全公立中等学校。各教育管区事務所提出データを

集計したところ、対象公立学校数は 773 校。 

・ 教育管理情報システム（Education Management Information System: EMIS）資料によるとマラウイ

全土の中等学校数は 1049 校（2007 年）。ただし、この数には私立・未登録学校も含まれている。

私立学校は、プロジェクト対象外。 

・ CDSS は、住民主動で作られた遠隔教育センター（Distance Education Centre）が、1998 年に公立

中等学校として認知された。1994 年に初等教育無償化が始まっており、初等教育卒業者の増加が

見込まれ、中等教育レベルでの受け皿確保が必要になったものと思われる。その結果、中等教育

レベル学校数は飛躍的に増加した。 

・ CDSS の大半は、未公認校（non-approved）で、MSCE の受験資格はあるが、政府からの補助金交

付はなかった。しかし今年中に公認される見込み。 

・ 初等学校における上級学年と比較した各学年の増減率は、平均約 80％であるが、初等学校

（Standard1-8）から中等学校（Form1-4）への進学率は、約 35％と大幅に落ち込んでいる

（EMIS2007）。これは、中等学校は無償でないこと、アクセスが悪いこと、学校数が不足してい

ることなどが、主要な要因といわれている。 

・  中等学校は年間 3 学期制であるが、1 学期あたりの授業料等の父兄負担額は、3250 マラウイク

ワチャ（Malawi Kwacha: MK）である。内訳は、Tuition Fee：500MK、School Development Fund: 

500MK、General Management Fee: 500MK（PTA 費をかねる）、Textbook Revolving Fund: 250MK、

Boarding Fee: 1500MK である。 

 

（４）理数科教員 

・ 各教育管区事務所提出データでは全国理数科教員数は 3400 名となった。この数字には、教員数

のダブルカウント（数学と理科の両方を担当する教員が両方に登録されている）も含まれている

と思われ、精査が必要である。 

・ 理数科教員数の予測を行った結果、INSET 参加見込み教員は 2500 名とするのが妥当と考える（表

２参照）。 
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現地調査を行った NED の教育管区事務所において視学官（SEMA）からのヒアリング調査結

果は、以下のとおり。 

・ プロジェクト対象となる地方の公立中等学校数は 189 校（EMIS 統計では 254 校となって

いる）で、内訳は以下のとおり。 

government school 24 校 (government 15 校, non-grant(mission) 9 校) 

approved CDSS 30 校 

non approved CDSS 135 校 

・ 各学校に理数科教員が平均 3 名いるとして、NED の理数科教員数は 567 名程度と思われる

（現在の予測教員数 846 名は多すぎる。EMIS 統計では、NED 全教員数は 2148 名であり、

理数科教員は 1/4 程度と思われる）。 

 

 

（表２）マラウイ学校・教員生徒数（教育管区別） 

理数科教員数  学校数

（EMIS 

統計） 

生徒数

（EMIS 

統計） 

教員数

(A)

（EMIS

統計) 

各管区

資料 

(B) 

予測値

1* 

A×

0.25 

予測値

2** 

B×0.75

INSET 

セン

ター数 

（案） 

1 セン

ター 

あたり

理数科

教員数

NED 254 43,566 2,148 846 537 635 4 134 

CEED 168 33,006 1,582 413 396 310 3 132 

CWED 214 47,548 2,376 937 594 703 4 149 

SEED 129 24,207 1,298 414 326 310 3 107 

SWED 168 36,519 1,800 520 450 390 3 150 

SHED 116 25,479 1,054 270 264 202 2 132 

TOTAL 1,049 210,325 10,258 3,400 2,564 2,550 19  

（EMIS2005 年） 

 * 予測値 1 根拠：中等学校の全教員数（A）の 1/4 が理数科教員と想定。 

**予測値 2 根拠：SEED 理数科教員数は、教育管区資料によれば 414 名であるが、パイロットフェー

ズの INSET 参加平均数は 300 名であり、出席率は 72%。教育管区資料の理数科教員数の 75%を

INSET 出席教員数と想定。 

 

（５）対象生徒 

・ 中等教育レベルの form 1-4 が対象（マラウイの初等教育は 8 年間で、中等教育の対象年齢は 14

歳から 18 歳）。 

・ Form 2 修了時に前期中等教育修了資格（JCE）、Form 4 修了時にマラウイ後期中等教育修了資格
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（MSCE）を取得することができる。 

現地調査を行ったリロングウェ郊外の Chitedze CDSS における国家試験の合格率は、

JCE 55％、MSCE 38％であった（2007 年）。大学進学者は過去数名程度であった。JCE

と MSCE の合格率が低いことが、留年・退学の原因となっていると思われる。 

・ EMIS 統計によれば、全国中等教育生徒数は、210,325 名。 

・ （参考）教育統計 EMIS 2006 年に基づく、マラウイ中等レベルの生徒数、教員数等は以下のとお

り。 

 

（表３）マラウイ中等教育基礎情報（学校数、生徒数、教員数） 

 男女別 CDSS 政府 

公立校 

オープン

校* 

Grant 校

** 

私立校 合計 

学校数  627 99 35 27 318 1,106

男子 61,546 26,249 2,462 4,269 27,786 122,312

女子 42,615 21,747 1,971 5,448 24,217 95,998

生徒数 

合計 104,161 47,996 4,433 9,717 52,003 218,310

男子 4,183 1,414 288 323 2,233 8,441

女子 1,060 518 60 135 154 1,927

教員数 

合計 5,243 1,932 348 458 2,387 10,368

男子 628 1,043 164 218 286 2,339

女子 237 427 29 102 34 829

有資格 

教員数 

合計 865 1,470 193 320 320 3,168

*オープン校：成人向けの学校、「セカンドチャンス」教育。 

**Grant aided 校：一部政府から財政支援を受け、他からも支援を得ている学校。 

 

（表４）中等教育レベルにおける教員の資格 

 教員数 ％ 

Degree in Education 928 9.0 

Diploma in Education 2,081 20.1 

University Certificate of Education 159 1.5 

Non Education Degree 365 3.5 

Non Education Diploma 458 4.4 

Other/unknown 6,477 61.5 

Total 10,368 100.0 

・表４の上から 3グループ（合計 30.6％）が有資格教員である。 
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４－３ プロジェクト協力期間 

当初の要請ではプロジェクト期間 5 年間であったが、パイロットフェーズでは、INSET 研修を 3

サイクル実施しており、フェーズ 2 での全国展開において、準備期間を 1 年強設け、3 年間 3 サイク

ル研修実施（1 年 1 サイクル）で、合計 4 年間とするのが妥当であると判断し、先方マラウイ側に提

案のうえ、協力期間を 4 年間とすることで合意した。 

 

 

４－４ 研修メカニズム 

４－４－１ 研修場所 

（１）中央研修センター 

・ ドマシ教員養成校（DCE）を中央研修センターとして活用する。 

・ リロングウェ周辺にもセンターを設置したいとの希望がマラウイ側にある。 

・ 調査団訪問時の会議において、教育省次官から、「農業省所管の Colby College の機能が、97 年以

降、近隣の Natural Resource College に移転した結果、施設が遊休化しているため、中央研修セン

ター候補地として検討していきたい」と発言があり、JICA による施設改修・リハビリの可能性

について照会があった。 

・ リロングウェ周辺の中央研修センター設置の可能性に関する記載は当初、「the setting up another 

National INSET centre in Lilongwe will be considered.」であったが、いったん次官との合意署名を終

えた後、教育省計画局長からの指摘に基づき、「the setting up another National INSET centre in 

Lilongwe is underway.」に修正し、署名したミニッツの該当ページの差し替えを行った。計画局長

の問題意識は、新たな研修センター設置を単に検討する、という漠然とした書きぶりではなく、

「設置計画が進行中である」という具体的な記載とすることで、教育省内外での検討のスピード

アップを図りたい、ということであった。 

Colby College 現地視察（5 月 16 日） 

・ リロングウェ市内中心地から車で約 20 分。幹線道路から支線に入った広い実験圃場の敷地

の中にあり、学校施設（現在は CDSS が使用）、農業技術者用の食堂、ホテル、住居がある。

・ Colby College は、農業省所管の農業分野（特に獣医分野と思われる）の専門学校として、

1956 年創立、1997 年まで機能していた。 

・ 1997 年以降は、近隣の Natural Resource College（車で 5 分、整備された敷地に講義棟、食

堂、住居、実験圃場が整然と並んでおり、なんらかのドナー支援により、内部施設もかな

り整備されているものと思われる）に機能移転した。 

・ 1997 年以降、旧 Colby College の学校施設は、Chitedze CDSS が中学校施設として使用して

いる。4 教室（机と椅子がある教室は 1 つのみ）と校長室、教員室のみ。実験室等なし。

生徒数 250 名。本来 400 名程度が就学する見込みであるが、あまりに施設が整備されてい

ないため、近隣の私立学校に生徒が流れるなどして、実際の就学者は少なくなっている。

・ Chitedze CDSS の学校長によれば、今年 1 月農業省から、施設立ち退きを宣告されており、

対策として、現在地から車で 5 分程度の圃場の真ん中に、2 教室新設中であった。プラン・
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インターナショナル（Plan International）の支援により井戸が掘られ、基礎工事、レンガに

よる壁の積み上げを終えたところであるが、予算不足で屋根をつけられないとのこと。 

 

（２）地方研修センター 

・ 表２のとおり、全国に地方研修センターを 19 カ所程度設置するのが適当と思われる（うち SEED

の 3 センターはパイロットフェーズで設置済み）。 

・ ただし、実際の INSET 参加教員見込み数を再度精査し、1 センターあたり 135 名程度（各教科

45 名程度）が最適規模と思われる。交通の便、地理的カバー範囲を考慮する必要がある。 

・ センター選定は、各地方 INSET 運営委員会（Divisional Coordinating Committee: DCC）が行い、最

終的に調整委員会（Steering Committee: SC）が決定する。プロジェクト開始後、日本人専門家や

マラウイ側のナショナルコーディネーターなどが、センター候補地の現状視察を行い INSET 実

施が可能な施設・実験施設の規模・稼働状況、宿舎の規模・管理状況を確認する。 

・ マットレス、蚊帳の人数分供与、壁塗り、窓ガラス設置などの補修が必要と思われる。 

 

４－４－２ 研修講師 

（１）中央研修講師 

・ 最終的には、各教科 2 名の教科専門のフルタイムの中央研修講師（NT）6 名。また、INSET 運営

管理をサポートする人材として、DCE 勤務のパイロットフェーズ経験者 2 名程度を中央研修実施

時にパートタイムで起用する。 

・ フルタイム NT の選考においては、パイロットフェーズ経験のある SEED のカウンターパート

（C/P）である教科行政官（subject administrator）3 名を優先する。ほか 3 名については、第 1 回

地方 INSET 実施後に、優秀な地方研修講師（DT）の中から選抜することが望ましい。追加 3 名

の配置まで、特に第 1 回中央 INSET 実施準備に向けて、SEED の中核講師経験者 3 名が NT を補

佐する。 

 

（２）地方研修講師 

・ 各 INSET センター12 名を基本とし、合計 228 名程度をパートタイムで配置。 

・ 選考は各地方 INSET 運営委員会（DCC）が行う。 

 

４－４－３ 研修実施体制 

 時期･期間 教材準備・実施 実施管理 M&E 

中央研修 毎年 1 月* 

2 週間 

NT が教材開発・実施ファシリ

テーションを行う。 

NIU NT が行い、報告書

を取りまとめ、NIU

に報告。 

地方研修 毎年 4 月* 

2 週間 

中央研修を受講した DT が、各

地方で TOT 研修を毎月行い、

中央研修教材やケニア等の他

DIU NT が行い、報告書

を取りまとめ、NIU

に報告し、DIU に
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国研修教材を参考にして、教材

作成を行う。 

フィードバックす

る。** 

 *SEED のみ、地方研修 2008 年 12 月実施予定。中央準備研修を 09 年 4 月実施予定。 

**地方研修の M&E については、NT のキャパシティを考慮に入れ、各教育管区の地方研修実施報告

書のアカデミック面を中核講師が作成し、研修運営面については、地方コーディネーター（Division 

Coordinators）が作成することも検討する必要がある。 

 

 

４－５ 研修カリキュラム 

・ ケニア SMASSE の研修内容をベースにパイロットフェーズで開発された以下のカリキュラムを

参考に 3 回の研修を実施する。研修サイクルの中身、順序などについては、パイロットフェーズ

の経験を踏まえて、今後再検討する必要がある。例えば、サイクル 2 とサイクル 3 の実施順序は、

逆のほうが効果的ではないか、という指摘もある。 

 

 Contents 地方 INSET 

実施時期 

SEED 研修 

実施時期 

サイクル 1 Attitude Change of Teacher 2010 年 4 月 2005 年済み 

サイクル 2 Meaningful Activity 2011 年 4 月 2006 年済み 

サイクル 3 Improvisation 2012 年 4 月 2007 年 8 月済み

サイクル 4 Student-centered Lesson  2008 年 12 月 

 

・ SEED においては、第 4 回から実施し、その後のカリキュラムを独自開発する。 

・ 第 1 回中央研修（2009 年 4 月実施予定）は、全国で新しく任命された地方研修講師の最初の研修

機会であり、その後の本格的な研修サイクル開始に先立つ準備的な能力開発を行う。 

・ 対象教員の教員資格、教員経験数に応じて、INSET 研修の内容やプログラムなどを考える。基本

的には、教科内容の理解を促すとともに、指導方法の研修を行うことが望ましい。 

・ 有資格教員・経験豊富な教員に対しては、生徒中心授業を志向する教授法改善を主眼とした研修

内容が有効と思われるが、CDSS の教員のような無資格教員に対しては、教科内容の理解を重視

しつつ、教授法改善の導入に取り組む必要がある。 

・ マラウイ INSET 対象者には、無資格教員が多いことを考慮に入れ、教授法改善にのみ主眼を置

くのではなく、教科内容理解にも配慮した研修内容とする。特に教員にとって理解や指導が困難

である教科単元トピックを研修教材に取り上げるべきという現地の要望は多い。いずれにしても、

ASEI/PDSI アプローチは実践を重視した教授法であり、講義型研修で手法概念を伝えるだけでな

く、具体的な教科内容の指導場面を想定した実践的な研修が有効であると考える。 

・ 低資格教員のアップグレード（upgrade）プログラムや新規教員養成課程では教科内容面を重視し

た研修が実施されていると思われることから、これらの研修と効果的に組み合わせることを視野

に入れて取り組む必要がある（下枠内を参照）。 
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・ プロジェクト 4 年間で、カスケード研修 3 サイクルを終了した後は、ケニア SMASSE の経験や

教訓を踏まえると、さらに学校･教員現場に近いレベルで、教員の授業実践改善を促進する働き

かけが必要になることが想定される。マラウイでは、すでに教員研修のモダリティとして、クラ

スター研修を義務付けているが、現状では十分機能していない。本プロジェクトによるカスケー

ド方式一斉伝達研修を 3 サイクル実施した後は、教室レベルの教員の授業実践に有効な研修手法

として、クラスター研修等の導入も検討するべきと思われる。 

・ クラスター研修システムの強化支援策として、SEED と中西部教育管区（Central Western Education 

Division:CWED）の一部のクラスターを対象に、JOCV をグループ派遣（1 クラスターに数名の

JOCV を派遣）し、クラスターINSET の活性化につなげる予定。なお、マラウイの中等理数科教

員の派遣については、しばらくこの協力方針に基づいて派遣計画を作成していくこととなる。 

 

中等学校改善プログラム（Secondary School Improvement Programme: SSTIP）について 

・ アフリカ開発銀行から支援を受け、ムズズ大学で実施。 

・ 5 年間プロジェクトで、2008 年が最終年。 

・ 対象は T2 教員2（CDSS の低資格教員）。 

・ 年間 500 名の研修を予定していたが、1 年目 212 名、2 年目 220 名、3 年目 300 名、

4 年目 224 名、5 年目 190 名のみ参加。 

・ 12 週間コースは、1-3 月に実施。 

・ ブリッジ（Bridging）コースでは、単位取得すると DCE の遠隔教育で実施してい

る有資格化研修（アップグレードコース）に進学ができる。 

・ 日当なし、交通費のみ支給、宿舎提供（ムズズ大学宿舎）。 

 

 

４－６ プロジェクト運営実施体制 

 責任者 役割 

プロジェクト調

整委員会（SC） 

教育省次官 プロジェクト全般の最高意思決定を行う。 

中央実施ユニッ

ト（NIU） 

DTED 局長 中央 INSET 実施に必要な準備、運営、評価を行う。 

中央 INSET 実施にかかる資金の管理を行う。 

地方 INSET 実施の運営管理、M&E 統括を行う。 

教育管区調整委

員会（DCC） 

EDM 地方 INSET 実施に必要な準備、運営、評価を行う。 

地方 INSET 実施にかかる資金の管理を行う。 

教育管区実施ユ SEMA 地方 INSET の実施を行う。 

                                            
2 「T2 教員」とは、後期中等教育修了資格（MSCE）のみを有している教員を指す。T2 教員は、中等教

育で教鞭を取れる資格を満たしていないため、低資格教員（under-qualified teachers）と呼ばれる。マラウ

イにおける教員ランクとしては、他に「T4 教員」（小学校卒業資格に加えて２年間の教員研修を修了した

教員）、「T3 教員」（前期中等教育修了資格(JC)を有する教員）、「T1 教員」（本省課長クラス、中等学校校

長への昇進可能なランク）がある。 
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ニット（DIU） 地方 INSET の M&E 情報収集を行う。 

INSET センター Headmaster INSET センターの管理 

INSET 収支計画の作成 

・ 事前評価調査団のミニッツにおいては、プロジェクト全般の最高意思決定機関として、プロジェ

クト合同調整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）という名称を用いていたが、教育省計

画局長から、その後、「SMASSE プログラムはマラウイ教育省のプログラムであり、ドナーとの

合同による調整委員会という表現は不適切」とのコメントがあり、討議議事録（R/D）およびプ

ロジェクトドキュメント以降は、プロジェクト調整委員会（SC）という名称に変更統一した。 

 

 

４－７ プロジェクト経費 

４－７－１ 経費分担 

・ フェーズ 2（全国展開）では、フェーズ 1 のパイロット地域限定の研修と異なり中央と地方とい

う二段階カスケードの研修体制を導入することから、それら二段階の研修活動に対して財政的に

自立可能な予算を確保することが課題であった。財政的な自立と二段階カスケードを達成できて

いるケニアの事例を参考にしながら、マラウイ型アプローチを確立することを目的として、2007

年 7 月に教育省次官（Principal Secretary: PS）と SEED 教育長（Education Division Manager: EDM）

がケニア SMASSE を視察し、ケニアの教育省次官（PS）や地方教育委員長らと意見交換を行っ

た。その結果、マラウイにおいても同様に、中央研修の経費は教育省予算、地方研修の経費は地

方で徴収システムを設置することが検討されるに至った。同国では、各中学校レベルで生徒 1 人

当たり年間 250-100MK の徴収を行う教科書購入基金（Textbook Revolving Fund: TRF）が設立され

た経験があることから、特別な目的を持った新たな教育基金の設立は可能とみなされ、SMASSE

地方研修基金（SMASSE Divisional INSET Fund）の導入の検討が本格的に始められることとなっ

た。 

・ 2008 年 3 月から 4 月にかけて教育省と教育管区事務所（Education Divisional Office）関係者によ

り、計 3 回の関係者会合が実施され、SMASSE 地方研修基金案の骨子が形成された。骨子は主に

4 点。①同基金では地方研修の全国展開の際にかかる経費総額は約 4000 万-6000 万 MK と見積も

り、生徒 1 人当たり年間 300MK を徴収する。②その徴収した資金は教育管区ごとに指定された

INSET センター校に新たに開設される SMASSE 地方研修基金用銀行口座に一括で管理する。③

同基金の経費支出に関しては、各教育管区教育局長を議長として関係者によって形成される

SMASSE 地方調整員会の権限の下に置かれる。④同基金は SMASSE の地方研修活動のみに使用

するものとして他の教育活動への転用は許されない。 

・ SMASSE 地方研修基金案は、教育省次官（PS）や計画局長からも賛同を得た。PS からは導入に

当たって副大臣の承認（現在、マラウイの教育大臣は大統領が兼任の状態）を得る必要があるが、

承認前の段階でも各教育管区の教育委員長に対しての啓発活動を開始することの指示がなされ

た。2008年 4月末までに事務局スタッフは 6教育管区の教育委員長すべてに啓発活動を実施した。

また、同時に PS より中央研修に対して教育省は 600 万 MK を割り当てることがコミットされ、
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国家教育セクター計画（NESP）の予算表にも同経費が明記された。 

・ 副大臣からの承認の有無は、JICA 本部からの事前調査団の来訪時までに明らかになされること

になった。結果は、副大臣と PS の間で、この時期に同基金を導入することは、教育大臣を兼任

している大統領にとって、2009 年 5 月に予定している選挙（大統領選と地方選）にマイナスの影

響が及ぼす可能性が高いことから、今回は同基金の導入を見送るという「政治判断」が最終的に

なされた。その一方で、PS より代替案として、教育省は 2008/09 年度の SMASSE 活動のために

2000 万 MK を用意するという予算増額のコミットメントがなされることとなった。また、2009/10

年以降の各年度の予算に関しても増額する方針であることも事前調査団を含む関係者に対して

合同会合の場で表明された。 

・ 同会合での PS からの方針変更を受けて、SMASSE 事務局は、教育省と教育管区事務所（Education 

Divisional Office）の SMASSE 担当者を集めて予算積算の見直しのための会合を開催した。同会

合の議論を踏まえて、最終的に、地方研修では、参加者の日当と交通費、並びに研修用教材費と

研修センター整備費以外の経費は教育省の負担とし、その経費総額は約 3000 万 MK と見積もら

れた。また、経費分担として、参加者の日当と交通費に関しては参加者の配属校より支給、教材

費と研修センター整備は JICA からの支援という経費分担が提案され、PS も同意し、今後 4 年間

のマラウイ側と日本側の新たな経費負担の予算積算表が調査団のミニッツを通して合意された。 
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（１）4 カ年全体計画 

プロジェクト 4 カ年全体経費分担表 

 2008/2009 2009/2010 2010/2011 2011/2012 Total 

MoEST $133,333 $199,084 $199,084 $199,084 $730,585

JICA  $270,187 $443,480 $284,533 $229,667 $1,227,867

School/Community $10,010 $125,000 $125,000 $125,000 $385,010

Total $413,530 $767,564 $608,617 $553,751 $2,343,462

JICA 側負担率 65.3% 57.8% 46.8% 41.5% 52.4%

      ＊JICA 側負担には、専門家派遣経費やプロジェクト日常経費は除く。 

 

・ 2008/09 年教育科学技術省予算計画書（MoEST Ceiling for Budget Estimates 2008-2009）によれば、

コストセンター（予算配賦を受けることが可能な教育省下の部局・関係機関）である教員教育開

発局（DTED）の予算は、147,428,000 MKで、そのうちSMASSEと明記された予算項目に、20,000,000 

MK（133,333 米ドル）が計上されている（添付資料５を参照）。これは、パイロットフェーズの

第 3 回 SEED 向け地方研修実施の際に、教育省が用意した 5,000,000 MK から 4 倍増加している

が、全国 6 教育管区を対象とした研修経費としては、必ずしも十分ではない。本プロジェクト初

年度（2008/09 マラウイ年度）のマラウイ側負担経費はカバーできるものの、09 年度以降、全国

での地方研修実施のためには、教育省負担予算を増額させ、学校・地域から必要経費を徴収する

などを実現する必要がある。 

 

（２）中央研修  

・中央研修 1 回当たりのモデル経費 参加者 232 名 $29,102、1 人当たり研修単価$125。 

経費項目 経費 負担者 負担率 

1.Meal $8,666

2.Service $800

3.Allowance for NT $606

4.Session fee for NT $466

5.Allowance for participants $10,053

6.Transport $6,333

7.Utilities $1,000

8.M&E $466

 

 

 

MoEST 

 

 

95% 

9. Teaching Materials $666

10.Refurbishment $666

JICA 5% 
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（３）地方研修 

・地方研修 1 回当たりのモデル経費 参加者 2,500 名 $322,981、1 人当たり研修単価$129。 

経費項目 経費 負担者 負担率 

1.Meal $86,666

2.Service $15,200

3.Allowance for DT $14,075

4.Session fee for DT $10,827

5.Utilities $19,000

 

 

MoEST 

 

50% 

6.Allowance for participants $108,333

8.Transport $16,666

School/Community 34% 

9. Teaching Materials $25,333

10.Refurbishment $25,333

JICA 16% 

・学校負担は、参加教員 1 人当たり$50 となる。 

 

４－７－２ 地方研修経費の財源 

・ パイロットフェーズにおいては、SEED レベルで地方研修を実施していたが、研修経費について、

マラウイ側の予算を十分措置することができず、第 1 回と第 2 回地方研修では、SEED 教育局と

JICA が経費負担することで、なんとか研修を開催することができていた。このような状況につ

いて、JICA 側は、教育省が予算措置を講じるよう強い申し入れを行ってきた。その結果、2007

年 8 月実施の第 3 回地方研修では、教育省が 5,000,000 MK 措置し、研修実施経費を負担した。 

・ さらに全国 6 教育管区において地方研修を実施するとなると、教育省だけで全経費を負担するこ

とは現実的ではなく、持続性の点からも疑問が残るため、ケニア SMASSE の地方研修経費の財

政基盤と同様、各学校レベルで、生徒の家庭から INSET 資金を徴収し、教育管区ごとに INSET

基金を作り、管理することを検討していた。しかしながら、09 年に選挙が予定されていることも

あり、教育省次官の政治的な判断で、住民から新たな資金徴収を行うことは見送りとなった。そ

の分、教育省が中央・地方研修経費を増額し、年間 20,000,000 KM 準備することとなった。経常

経費項目としてすでに計上されている（詳細は後述）。 

・ 成果４の当初指標「mechanism of divisional INSET fund is strengthened」については、「Malawian 

contribution to divisional INSET fund is increased」と修正した（徴収型の INSET 基金ではない）。地

方研修に対して、JICA は、機材供与等の初期投資や教材経費負担を行うが、段階的にマラウイ

側の資金分担を増やす必要がある。あらゆるレベルへの啓発活動を通じて、特に地域・学校レベ

ルの負担が増えることを期待し、また学校に交付される開発予算（Development Fund）の活用も

期待したい。 

・ 各学校には教育省から開発資金が配賦されるが、公立中等学校で 8,000,000 MKから 2,000,000 MK

程度、CDSS 中等学校で 500,000 MK から 300,000 MK 程度である。 

 

４－７－３ JICA 経費負担 
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経費項目 2008 2009 2010 2011 TOTAL 

運営経費 $76,333 $177,667 $177,667 $177,667 $609,334 

中央研修 $1,333 $1,333 $1,333 $1,333 $5,332 

地方研修 $8,000 $50,667 $50,667 $50,667 $160,001 

機材供与 $184,520 $213,813 $54,867 $0 $453,200 

JICA 負担合

計 

$270,187 $443,480 $284,533 $229,667 $1,227,867 

プロジェクト 

全体金額 

$413,530 $767,564 $608,617 $553,751 $2,343,462 

JICA 負担率 65.3% 57.8% 46.8% 41.5% 52.4% 

・ 運営経費には、マレイシア研修（2008-11 年、毎年 25 名計画）、ケニア研修（2009-11 年、毎年

80 名計画）を含む。日本人専門家活動経費や専門家活動経費は含まない。 

 

 

 事前調査時の予算積算検討会合（5 月 15 日） 

 

・ 2008 年 5 月の JICA 本部からの事前調査団とマラウイ教育省関係者の合同会合において、

PS より、地方研修の経費に関して、教育省の予算を増額することで、可能な限り対応する

ことが表明された。それを受けて、SMASSE 事務局の指導のもと、教育省と教育管区事務

所の SMASSE 担当者出席による予算積算の会合が開催された。同会合の目的は、教育省負

担の予算を可能な限り軽減させるために、活動にかかるコストの徹底的な節約と学校・コ

ミュニティとの経費分担の確立、以上 2 点であった。 

・ コストの節約に関しては、最近の物価高があるものの、会合参加者の多くは同会合を予算

のさらなる増額の機会ととらえる傾向があり、コスト節約の意見がほとんど聞かれなかっ

た。また、経費の分担に関しても、学校やコミュニティを説得する労力を恐れてか、教育

省からの予算増額によって解決すべきという当事者意識の欠ける発言も目立った。 

・ 十分な進展がみられないため、議論の途中で事務局スタッフ（日下部団員）と参加者の間

で激しい応酬も行われたが、最終的に参加者から「これ以上、予算の執行権限を持ってい

ない担当者レベルで議論していても意味がない。今までの議論を踏まえて、SMASSE 事務

局で予算積算案をいくつか作成し、PS との協議をして最終合意すればよい」という提案が

なされた。 

・ 同提案に基づき、日下部団員を中心とした事務局スタッフは、徹底的にコスト削減を行い、

経費分担に配慮した 3 つの予算積算案を作成した。なお、3 案とも研修教材費と研修セン

ター整備の経費は JICA 支援で対応する形とした。 

①案：学校･コミュニティ側は負担項目なく、教育省側が研修運営費の全額負担。 

②案：学校･コミュニティ側は参加者日当のみ支給し、教育省側が日当以外の研修運営費

負担。 
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③案：学校･コミュニティ側は参加者日当と交通費を支給し、教育省側が日当･交通費以外

の研修運営費負担。 

・ PS との協議の結果、③案を採用することで最終合意した。その理由として、参加者の日当

と交通費を学校･コミュニティが負担する場合、生徒 1 人当たり年間 80MK 程度の支出とな

り、SMASSE 地方研修基金では年間 1 人当たり 300MK の徴収であったことを踏まえれば、

経費負担はかなり軽減されており、80MK という額は今後の啓発活動を通して学校･コミュ

ニティと交渉可能な額である。また、学校･コミュニティが研修参加教員に対して直接経費

を支給することで、教員の研修中並びに後のパフォーマンスに関するモニタリングを真剣

に行うことが期待できる。加えて、参加者は事前に経費を入手するため、研修期間中に運

営者側と参加者側の間で現金授与の煩わしい作業が不必要となり、研修により集中できる

体制が確保できる、ということであった。 

・ 予算積算の会合では、経費節約の本題のひとつとして「日当額」に関して、事務局と参加

者の間で緊張した議論がなされた。事務局からは日当支給禁止を提案したものの、参加者

からは日当支給禁止は、マラウイの現状では SMASSE 研修そのものの破滅を意味するとい

うことが指摘された。 

・ その理由として、パイロット地区（SEED）で研修中に既に日当が払われてきた経緯もあり、

今後方針を変更すれば混乱となる。世銀・アフリカ開銀支援の教育セクター支援プロジェ

クト（Education Sector Support Project: ESSUP）における CDSS の校長研修プログラムでは

1,000MK の日当支給、教育省 EMAS が中西部教育管区でアドホックに実施した 3 日間の英

語教員研修では日当・宿泊費含めて 1 日当たり 6000MK を支給した。このような状況で、1

日当たり 500MK のみしか支給しない SMASSE の研修に対して以前からも参加者から不満

が続出しているが、さらに日当支給が廃止となると、必ずや大混乱となり、SMASSE 自体

の破滅を導くものになるという主張である。 

・ また、マラウイでは、昨年、日当・宿泊費の両方を含めた公務員の出張経費は 1 日当たり

6000MK を支給するという政府方針が定められ、ドナーに対しても同方針に沿って活動を

実施することが通達されている。そのため、教育省や教育管区事務所の担当者は、SMASSE

関連業務で活動する際は同規程に沿って政府より出張経費が支給されているため、研修参

加者に対し、日当支給廃止を厳しく唱えることには躊躇いがあると思われる。一方で、こ

の政府方針は教員研修などの活動に適応されるかどうかは明確になされていない。そのた

め、SMASSE が研修において日当支給を廃止する場合、この政府方針を超えるような教育

省からの「通達」が必要ということ主張もなされた。 

・ これらの議論を踏まえ、関係者会合では、ひとまず、フェーズ 2 の全国展開においては、

2007 年の SEED での研修時に採用された日当レート（1 日当たり 500MK）に基づくコスト

で予算積算を行う。日当支給廃止に関しては、今後も引き続き議論を行うという方針を定

めた。特に、フェーズ 2 はプロジェクト開始から第 1 回地方研修までに 1 年間の準備期間

があることから、その期間に、日当に関する新たな政府通達の作成と参加者を含む関係者

への啓発活動の進捗を通して、最終判断を行うこととしている。 
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第５章 調査団所感 

（１）パイロットプロジェクトから全国プログラムへ－着実で実施可能な枠組みに－ 

 南東部教育管区（SEED）におけるパイロットフェーズを経て、全国展開するにあたり、教育科学

技術省における本プログラムの政策的位置づけが高まり、2008-09 年教育省予算に SMASSE 予算とし

て 2000 万 MK（約 14 万ドル）が計上され、教育省教員教育開発局（DTED）予算のなかに SMASSE

プログラムが項目化された。パイロットフェーズ時に十分な INSET 予算がつかず、JICA 側が食費等

の研修経費を負担しなければならなかったことを考えると、教育省のオーナーシップは確実に高まっ

ているといえる。マラウイ側のオーナーシップ醸成の背景には、パイロットフェーズ最終年、終了後

のマラウイ事務所からの継続的な働きかけ、教育省次官のケニア SMASSE 視察（2007 年 7 月）の効

果によるところが大きいと思われる。 

フェーズ 2 は、パイロットプロジェクトという位置づけから、教育省の全国プログラムとして認知

されるにいたっており、教育省内キーパーソン（次官、計画局長）、全国 6 教育管区事務所長、教員

養成校関係者の認知度・評価は高い。さらに、将来的にはプロジェクトの枠（理数科主要科目を対象

とした 3サイクルを基本とした現職教員研修）を超える継続的専門的能力開発（Continuing Professional 

Development: CPD）という長期的、包括的な教員職能開発制度への足がかりとしての期待が高いこと

がうかがえた。 

このような先方の取り組み姿勢、長期的な展望を尊重しつつも、双方が実施可能で、身の丈に合っ

たプロジェクト形成となるよう心がけた。具体的には、全国展開にあたっては、これまで開発した研

修プログラムの改定、研修講師人材の育成に 1 年強の準備期間を設け、本格的に 3 年間 3 サイクルの

研修を実施するという無理のない活動計画となるよう配慮した。当初 4 年間 4 サイクルの研修という

案もあったが、まずはパイロットプロジェクトで開発した 3 年 3 サイクルの改定をベースに全国展開

することが現実的なアプローチと考えられ、その結果、当初要請の協力期間 5 年間から 4 年間とする

ことを提案し合意した。 

また、フェーズ 2 実施に際しては、教育省、学校・コミュニティ、JICA の 3 者によるコストシェ

アリングで実施していくことになるが、特に理数科教員が研修に参加するための日当や交通費を学校

が負担することになっており、校長や PTA をはじめとするコミュニティへの理解を得るための働き

かけが重要となる。SMASSE 研修では、教育省が研修にかかる食費・宿泊費部分を負担することか

ら、長期的には学校負担は交通費程度の最低限の支援にとどめ、日当を廃止していく方策、並びに意

識改革に取り組んでいくことが必要であると思われる。そのためには、先方マラウイ側、他援助機関

関係者にも関連教員研修プログラムにおいて金銭的な部分以外でインセンティブをもたせるような

仕組みに関する議論を継続的に働きかけていくことが大切である。 

本事業実施にあたっては、先方のオーナーシップを尊重しつつも、マラウイ側の組織的・人的な面

が必ずしも強くないことを念頭におき、コアとなる人材を育成しながら、理数科教員以外の関係者（校

長、PTA、地方教育行政官など）にも働きかけつつ、Step by Step で取り組んでいくことが肝要であ

ると考える。 
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（２）上位目標（教室レベルのインパクト発現）達成に向けた中長期的戦略の検討 

 マラウイ側には、小規模な教員の集まりによるクラスター研修の制度が一部残っており、プロジェ

クト関係者の間にも、2 層カスケード研修の後に、3 層目のより教室現場に近い研修として、クラス

ター研修実施への期待があった。今回のプロジェクトでは、まずは全国レベルのカスケード研修制度

の構築を目指すこととなるが、教室レベルへのインパクト発現（上位目標、スーパーゴールレベル）

のためには、カスケード研修で、教員の態度変容を全国理数科教員に一律に引き起こした後、クラス

ター研修により、地域の教員同士のつながりを活性化しながら、教育実践に関する情報共有を促進さ

せていくことも有効な戦略と思われる。 

 このような教育現場レベルへのインパクト発現を目指し、カスケード研修により、クラスターの核

となる優秀な教員を地方研修講師（Divisional Trainer）として育成し、またクラスター研修の良き理

解者、支援者としての学校長、地方教育行政官の啓発・育成を本プロジェクトで意識的に担うことが

重要である。 

中長期的に教育省がクラスター研修の実施・定着に向けた戦略を策定していくことを働きかけつつ、

中間評価以降、クラスター研修を部分的（例えば SEED の一部）にモデル事業として導入を検討して

いくことも一案と考える。 

 

（３）教員教育開発局の機能強化の必要性  

 パイロットフェーズでは、プロジェクト事務局はドマシ教員養成校（首都から車で 4 時間）にあり、

日本人専門家の勤務も教員研修実施場所もドマシであった。また、現在にいたるまで、教育省内責任

部局である教員教育開発局（DTED）は人員配置も少なく、局長不在で担当者がドナーの複数プログ

ラムの担当を掛け持ちしている状態である。このような事情から、現在に至るまで DTED の SMASSE

プログラムへの対応は必ずしも十分ではない。今回の現地調査時においても、ミニッツ取りまとめな

どの教育省内調整においても DTED の力不足感は否めない。  

今後、SMASSE 事務局機能をリロングウェの DTED 内に移転し、パイロットフェーズの経験を有

する中央研修講師や日本人専門家を DTED 内に配置し、DTED 職員がナショナルコーディネーター

（National Coordinator）のポストを担うことで、DTED を中心としたプロジェクトの National 

Coordinating Unit を機能強化する必要がある。地方分権化政策が進む中では、DTED の職員増は期待

できないことから、既存の SMASSE 事務局機能をうまく、DTED 下に取り込み、DTED 職員のオー

ナーシップ、リーダーシップを引き出していくことが重要である。 

 

（４）各国事情に応じたアプローチの必要性－低資格教員への支援－ 

 プロジェクトの対象となる中等レベルの公立学校のうち、現地調査を行った NED のデータを参照

すると約 90%弱が、コミュニティ通学制中等学校（CDSS）であり、未公認 CDSS の数だけでも、約

70%を占めると思われる。これらの CDSS 校は、政府からの補助金も十分ではなく、勤務する教員の

多くが低資格教員（中等学校卒業者、初等教員資格保有者など）である。 

 このような状況から、低資格教員の有資格化（アップグレード）研修が教員養成校で実施されてい

るが、右研修とフェーズ 2 の研修を効果的に連携・組み合わせることで包括的に取り組んでいく必要
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がある。 

 SMASSE プログラムは、ケニアが拠点となり、広域支援を実施しているものであるが、ケニアの

対象教員がほぼ有資格教員であるのに対し、マラウイを含む周辺域内各国は、対象教員に多くの無資

格・低資格教員が含まれている。研修カリキュラム、研修形態、研修成果の目標設定、インパクトの

M&E 方法については、各国のプロジェクトが進展するにつれ、各国事情に応じたアプローチがます

ます必要になると思われる。 

 マラウイについては、フェーズ 2 に入り、研修運営担当専門家に加え、教科指導の日本人専門家を

配置することで、こうした事情に対応することが望ましい。対象教員の教員としての能力開発を、現

場経験、教科内容理解、教授法理解、意欲などから検討し、研修ニーズを総合的に勘案する一方、教

員が有する研修機会と SMASSE 研修の特徴・有効性を検討していく必要がある。 

 

（５）中央研修センター施設の新たな設置に関する考え方  

 フェーズ 2 では、中央研修をドマシ教員養成校（DCE）で実施する予定であるが、今回の協議にお

いて、次官からリロングウェ市内の農業省管轄の Collage の施設が遊休化していることから、同施設

を改修して活用する可能性について提案があった。調査団から、中央研修は年に 1 回 2 週間実施であ

ること、研修プログラムの開発・制度化に優先度をおく観点から、まずは既存の施設（教員養成校あ

るいは寄宿舎付中等学校）の活用が望ましいと思われることを伝えた。ただし、マラウイの中等教育

で中等学校の施設が不足している状況が深刻であれば、中等学校の校舎増設・改修を無償資金協力で

行い、同施設を中央研修センターとして活用するのも一案ではないかとの見解を伝えた。 

 調査団としては、現時点では、まずは既存の施設を活用して、現職教員研修の制度化に優先度をお

き、現職教員研修専用の中央研修施設の設置は長期的に検討していくべきであり、時期尚早と考える。

ただし、本要望の背景について十分調査のうえ、適切に対応していく必要がある。 

他方、マラウイにおいては、初等教育の就学者の増大が 1990 年代末から中等教育就学者の急増に

つながっており、その多くは CDSS で就学している状況にあるが、CDSS は小規模校が多く、仮設の

施設でしのいでいる例も多い。このような状況から、中等学校の校舎増設のニーズを調査のうえ、無

償資金協力にて支援していく可能性が考えられる。これによって、中等教育のアクセス・質の向上と

いうプログラムレベルのソフト面とハード面で包括的に支援していくことが考えられ、今後、マラウ

イ事務所とも連携しつつ、無償資金協力による中等学校建設（校舎増設・改修）の可能性について検

討していきたいと考える。 

 

（６）アフリカ域内協力、アジア・アフリカ間協力の新たな展開 

 フェーズ 2 の全国展開に向け、今後、SMASE-WECSA のネットワークを活用し、ケニアのみなら

ず他のアフリカの類似プロジェクトの経験共有が有益になってくるものと思われる。例えば、類似の

カスケード方式アプローチで取り組みを行っているウガンダのプロジェクト、学校ベースで授業研究

を実施中のザンビアのプロジェクトの知見はマラウイにとっても有益であると思われ、ケニア中心か

ら、もう一歩進めたアフリカ域内での展開を模索していく必要がある。 

さらにフェーズ 2 においては、ケニアのアフリカ理数科・技術教育センター（Center for Mathematics, 
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Science, and Technology Education in Africa: CEMASTEA）での研修に加えて、マレイシアの理数科教育

地域センター（Regional Centre for Education in Science and Mathematics:  RECSAM）において、研修

講師等を対象に研修を予定している。これまで RECSAM はケニアやウガンダのプロジェクトを対象

としたオーダーメード型の集団研修を実施してきたが、本年 1 月には、SMASE-WECSA メンバー複

数国対象（マラウイを含む）の集団研修を実施ししている。本年度 RECSAM を実施機関として、ア

フリカを対象とした第三国研修を開始する予定であり、アフリカのニーズ調査のため、今月、

RECSAM と JICA マレイシア事務所の合同ミッションによるマラウイへの調査が予定されている。同

ミッションの調査結果も踏まえ、マラウイのフェーズ 2 において、RECSAM での研修の戦略的な活

用を検討していくことが重要である。 

 このようにアフリカへの理数科教育協力はアフリカ域内、アジア・アフリカ間協力においても新た

な段階となりつつあり、より柔軟に、かつ戦略的な展開に向けて工夫していきたいと考える。 
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